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1. はじめに 

国立国語研究所はすでに鶴岡, 富良野を始めとする共通

語化調査の実時間（経年）調査を実施しており, その成

果の一部は海外の社会言語学界でも知られる存在となっ

てきている（Chambers 1995, Yoneda 1997). 第三次岡崎

調査はその中でも50年と世界最長の調査間隔を持つもの

となり,その成果には大きな期待がかかる. 時期を同じ

くして, 欧米社会言語学においては現在実時間調査が大

きな盛り上がりを見せており,世界の社会言語学の潮流

の中での岡崎調査の位置づけも明らかにする必要がある. 

ここでは, 海外における実時間的言語調査の動向を振り

返り, その中での岡崎調査の位置づけを探ってみたい.  

2. 海外における実時間的言語調査の動向 

海外における実時間調査の中心は, 一般に「変異理論」

として知られている欧米の社会言語学的方法論によるも

のである. 変異理論はおおまかに言って, 面接調査で収

集した自然発話を, 言語内的・外的両要因を総合的に分

析することで言語変異・変化の解明を試みる枠組みであ

る. この場合, 共時データから変化という通時的推測を

行う場合には, 調査時以前の言語データを使用する方法

か, 「見かけ上の時間（apparent time, 以下AT）法」と

呼ばれる変異形の共時的年齢分布を元にした推定法が用

いられるのが常である. 前者は, 例えば先行する言語調

査や, 過去の言語を記録した録音の使用などが該当する

（Van de Velde et al. 1986, Labov 1994, Bailey 2002）.  

AT 法とは, 例えば現在の 70 代話者の発話が当該話者

が言語習得したと思われる60年ほど前の言語状態を反映

するとみなし, それと現在の若者の発話を比較すること

で過去数十年にわたる変化を辿ることを可能にする方法

論であり, ラバブによるマーサズ・ヴィンヤード島調査

(Labov 1963)を嚆矢とする. AT 法の弱点は, 一見変化を

思わせる年齢分布が, 個人の成長に伴う言語変化の反映

に過ぎない可能性があるという事実である. 特に思春期

頃の話者が非標準語形を使用することは, よく知られて

いるところであるが, 共時態データのみに依存するAT法

では, こうしたエイジ・グレイディング(age-grading)な

いしライフスパン・チェンジ(lifespan change)と言われ

る変動を変化と読み誤る可能性を原理的に排除できない

(Matsuda 2006). このため変異理論では, AT 法はあくま

で一つの方法に過ぎず, 共時態の変異が実際に変化であ

ることの最終確認は実時間データを待つべきであると考

えられてきた. 最近になり実時間調査報告が発表され始

めてきているが（Fowler 1986, Cedergren 1987, Trudgill 

1988, Bailey 2002, Blake & Josey 2003, Boberg 2004, 

Sankoff 2006）, それらがこうした理論に動機づけられ

たものであることはふまえておく必要がある.  

ともあれ, こうした実時間調査は興味深い事実を明ら

かにしている. まず, AT 法による推定の基本的有効性が

確認されると同時に, AT 法が一般に変化の早さを過小評

価する傾向があることがわかっている（Sankoff 2006）. 

またパネル調査を通して, 話者の発音が言語習得後も言

語共同体全体の変化と同方向にシフトすることも明らか

になっているが（Boberg 2004, Sankoff 2006）, 上述の

過小評価は, AT 法ではこうした動きを算入できないから

だということで説明がつく（Boberg 2004）. AT法は元来, 

言語習得期を超えると個人の文法は不変であることを前

提として成立する論理なのだが, この前提が覆されてい

るわけである. 最後に, 言語変化には必ず age-grading

が伴うことも判明している（Labov 1994）.  

同時に実時間調査の困難性にも注意が払われてきてい

る. その一つは, 以前の調査時点と現在の人口構成上の

変化であり, これは時に結果の解釈に大きな影響をもた

らすことがある（Meyerhoff 2006）. これなどは, 岡崎

調査にも大いに関連するポイントであろう.  

さらに注意を要するのは調査項目である. 上述の調査

では, 調査項目は語彙, 音韻, 形態・統語レベルの形式

に集中している. しかしながら敬語は形態・統語レベル

から語用論レベルにまで至る言語現象である. AT 法が果

たして語用論レベルの現象について有効かどうかは, 実

は未知数なままなのである（Bailey 2002）.  

3. 岡崎調査の独自性 

こうした実時間調査の中で, 岡崎調査の独自性はどこ

に求められるだろう. まずは, それが敬語に焦点を当て

た調査である点である. 敬語のような語用論的項目につ

いては, 欧米ではまだ実時間調査は手つかずのままであ

る. 岡崎調査からは, 未知数とされてきた統語・語用論

レベルでのAT法の有効性の検証はもとより, 数多くのあ

らたな知見を生むことが容易に予想できる.  

2 つ目は, パネルと継続調査の組合せ調査で, 1953 年

以来50年あまりという調査期間と, パネルで300人, 継



続調査で 400 人（いずれも今回実施予定数）という調査

規模である. これは欧米の調査では長期に属するモント

リオール調査（Sankoff et al. 2001）の 24 年を遙かに

上回る期間であり, サンプルサイズにしても同様である. 

岡崎調査が, 実時間調査として質・量の両面で空前絶後

な規模なものとなることも間違いない.  

3 点目は, 狭義の言語項目にとどまらない, バラエテ

ィに富んだ調査項目・手法である. 調査によって異なる

が, 岡崎調査ではスライド調査, 場面録音調査, 対話の

実験的調査などバラエティに富む質問項目や手法を取り

入れてきている. 今回の調査においても, すでにウェブ

調査が実施されており, 今後も文字生活調査を始めとす

る新項目が予定されているが, こうした手法の導入も岡

崎調査に独自な点として挙げられる.  

4 点目は, 現段階では目標にとどまるが, 経年的変化

を分析するための統計モデルの提示である. 一般に過去

の実時間調査では言語変化の抽象的モデルの提示とパー

センテージの吟味に止まっている. 先に見た通り, 実際

の言語変化には個人の年齢に由来する効果と, 世代間で

の変化を表す効果の, 少なくとも２効果が組み合わさっ

ている. こうした効果を数量的に分離し精密化すること

ができれば, そこから新しい知見を得たり, 新たな問題

群を発見することができよう. 実はこうした統計分析は

社会学でコウホート分析として知られており, 継続的社

会調査データへの適用例もある（中村 1989）. サンプル

サイズも豊富な岡崎調査であれば, 十分適用可能なはず

である. データが蓄積され研究が進むにつれ, より厳密

な数量的モデルの構築に進むのは科学の常だが, 実時間

調査もそうした段階に入りつつあるとも言える. 今回の

岡崎調査では, そうしたモデルによる分析を目論みた

い.  

4. おわりに 

国語研究所による各種の大規模言語調査は, 疑いもな

く現在に至るまで世界の先端を行く業績である. その反

面, その後欧米で急速に発展した研究成果との学問的相

互交渉に欠け, 欧米学会による認知も大きく遅れてしま

った憾みもなしとしない(松田 2006). しかしようやく

機は熟し, 両者が互いを認識し切磋琢磨する段階に達し

たものと思われる. 今回の岡崎調査のもっとも画期的な

点は, こうした二つの流れが合流する言語学史的地点で

行われることなのかも知れない.  
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